
別紙
Ⅰ．事業評価総括表 

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。
Ⅱ．事業評価個表

（単位：円）

番号

交付金事業の名称
広報・調査等事業

備 考交付金事業の名称
交付金事業者名又は間接交付金事業者

名
交付金事業に要した経費 交付金充当額

1
番号

総事業費 14,382,050
交付金充当額 14,175,000
うち文部科学省分
うち経済産業省分 14,175,000

交付金事業の成果目標
町民や職員等の原子力発電に関する理解を深めるため、見学会等の実施及び原子力に関する研修への参
加を通して、知識の普及を図る等により、玄海原子力発電所の運転の円滑化に資する。

交付金事業の成果指標

・原子力広報用カレンダー制作、配布　4種類計5,400部
・原子力広報用封筒制作　26種類計66,000部
・一般住民を対象とした原子力研修会、中学生及び農業委員を対象とした原子力関連施設見学会への参
加者理解度　80％以上
・プロジェクター 利用回数6回／年

玄海町一円

【調査事業】原子力関連施設見学会引率、原子力研修講座等への参加、新聞購読等
【広報事業】カレンダー及び封筒の制作、備品購入（プロジェクター　仕様：5,500lm以上、スクリーン
仕様：120ｲﾝﾁ、キャスター付ワゴン、整理棚、書類整理キャビネット）（納入時期：平成30年5月）、備
品の点検及び修繕、原子力関連施設見学会等の開催（年4回／原子力科学研究所、幌延深地層研究セン
ター、東海発電所等／参加者数46人）等
【連絡調整事業】国、県等との連絡調整（全国原子力発電所所在市町村協議会総会等への参加）

交付金事業の概要

1 広報・調査等事業 玄海町 14,382,050 14,175,000

玄海町
交付金事業実施場所
交付金事業者名又は間接交付金事業者名



271,419－
－

3,886,615

町職員ほか

[連絡調整事業]雑費（燃料費）
[連絡調整事業]旅費

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

137,084

交付金事業の契約の概要

随意契約（特命）

契約の目的

－ 町長、議長、町職員ほか

1,502,192

(一社)日本電気協会新聞部ほか 1,494,311
指名競争入札ほか
随意契約（少額） 90,720

山口印刷(株)ほか

町職員ほか

随意契約（特命）

(株)サデック

契約の方法 契約の相手方 契約金額
[調査事業]国内調査

[調査事業]情報収集整理
[広報事業]パンフレット等広報
[広報事業]展示事業

随意契約（少額） 4,881,336一般住民ほか

[調査事業]研修

[広報事業]見学会
2,118,373

玄海石油部会

交付金事業の成果及び評価

　原子力広報用カレンダーを作成し町内全戸へ配布した。また原子力広報用封筒を作成し町民等への通
知等に用いた。
　中学生、農業委員及び一般住民を対象とした原子力関連施設見学会等を開催しアンケート調査を行っ
た結果、勉強になったと思うかとの問いに対し、「そう思う」もしくは「ややそう思う」との回答が
100％、研修前と比べて興味を持てるようになったと思うかとの問いに対し、「そう思う」もしくは「や
やそう思う」との回答が94.4％であった。アンケート結果からも分かるように、原子力発電や放射線に
関する正しい知識の普及と理解促進を図ることができたと評価できる。
　中学生を対象とした原子力関連施設見学会の実施にあたってはプロジェクターを活用し事前学習会を
開催するなど、効果的・効率的な事業の実施ができた。

　国内外での原子力発電への関心、注目が益々高まっている中、町民の更なる理解促進は不可欠であ
り、引き続き事業を実施することで、町民が原子力発電に対し関心を持ち、考えるきっかけをつくると
ともに、原子力に対しての正しい理解と知識を深めていく。


